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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

  (1) 対象地域 

◇ 構成市町村名  三鷹市、調布市 

◇ 面    積  38.03 ｋ㎡  

◇ 人    口  387,521 人（平成 18 年 4 月 1 日現在） 

 

（内訳） 

市 名 三鷹市 調布市 

面 積 （ ｋ ㎡ ） 16.50 21.53 

人 口 （ 人 ） 174,210 213,311 

 

参考として、「対象地域図」を添付資料 1 に示す。 

 

 

(2) 計画期間 

本計画は、平成 18 年 10 月 1 日から平成 25 年 3 月 31 日までの 7 年間を計画期間と

する。 

なお、目標の達成状況や社会情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直す

こととする。 

 

 

(3) 基本的な方向 

三鷹市、調布市（以下、「両市」という。）は、東京二十三区に隣接し、ほぼ全域が

市街化区域に指定されており、東京近郊のベットタウンとして発展してきた。年間約

30,000 人の転入があるなど人口の移動が多く、また近年では、企業移転跡地にマンシ

ョンが立地するなど人口が年間 2～5,000 人程度増加している。事業所については、

比較的小規模なものが多いが、近年では IT 関連をはじめとした企業の進出が多くみ

られる。このような都市特性の中で、両市で処理を行っているごみは、約 85％が家庭

から排出されたものである。 

このような状況の中で、両市は、これまで限られた地球資源を有効利用するととも

に、環境負荷の低減に貢献することを目的に、ごみの発生抑制や排出抑制に努め、排

出されたごみについても、「燃やす・埋め立てる」という考え方から、「資源化する」

という考え方に転換し、様々な施策を積極的に展開してきた。 

具体的には、市民、特に転入者などへの分別排出方法の指導や出前講座などの環境

学習の実施、リサイクルカレンダーやホームページなどを利用した情報提供による普
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及啓発活動等を実施するとともに、古紙やプラスチック類など 6 種類におよぶ資源物

の積極的な分別回収等を行っている。また、事業者に対しても減量及び資源化の指導

等を行っている（後述する「３ 施策の内容」を参照）。 

この結果、平成 14 年度の全国平均の直接資源化率 4.5％（直接資源化量／排出量）、

総資源化率 16.7％（総資源化量／排出量）に対し、両市の平均で平成 17 年度実績で

直接資源化率 19.7％、総資源化率 44.1％というトップレベルのリサイクル率を達成

している。（後述する「表 1 減量化、再生利用に関する現状と目標」を参照。） 

両市では、今後も、市民、事業者の協力のもと、リサイクル推進のトップランナー

として、更なるごみの減量・資源化施策を推進していくことを目指すこととする。そ

の上で、減量・資源化を進めても、なお残るごみについては、焼却処理を行うが、積

極的な熱回収を進めるとともに、焼却残さについても東京たま広域資源循環組合のエ

コセメント化施設で資源化を行うこととする。 

また、両市の生活排水については、下水道で適正に処理を行っており、下水道普及

率は 100％となっている。 

 

(4) 広域化の検討状況 

これまで三鷹市の可燃ごみは、単独での処理を行っており、調布市の可燃ごみは、

府中市、小金井市と共同で二枚橋衛生組合を設置し、処理を行ってきた。また、不燃・

粗大ごみや資源物については、三鷹市、調布市共同でふじみ衛生組合を設置し、処理

を行ってきた。 

この中で三鷹市、調布市の可燃ごみを処理している三鷹市環境センター及び二枚橋

衛生組合の焼却施設は、それぞれ昭和 60 年、昭和 42 年に稼動を開始し、21 年以上、

38 年以上が経過しており、老朽化が進んでいる。特に二枚橋衛生組合の焼却施設は、

平成 18 年度に運転を停止する予定である。 

そこで両市は、各々の施設の建て替え時期が近いこと、また可燃ごみの処理と不燃

ごみ、粗大ごみ等の処理は、同じ構成市で処理を行った方が効率的であることから、

可燃ごみについても三鷹市、調布市の一部事務組合であるふじみ衛生組合で処理を行

うこととした。 

また、焼却処理後の残さ等については、これまで埋立処理を行っていたが、焼却処

理後の残さ等の資源化や最終処分場の延命化が求められており、両市を含む多摩地域

の 25 市 1 町でエコセメント化事業に取り組んでいる。なお、このエコセメント化施

設は、平成 18 年 7 月に稼動を始めたところである。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

(1) 一般廃棄物処理等の現状 

平成 17 年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図 1 のとおりである。 

総排出量は、集団回収も含め、128,807 トンであり、再生利用される総資源化量は

52,553 トン、リサイクル率（＝（直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収

量）／（ごみの総収集量＋集団回収量））は 40.8％である。 

中間処理による減量化量は 69,857 トンであり、集団回収量を除いた排出量の 58.6％

が減量化されている。また、同排出量の 5.4％に当たる 6,397 トンが埋め立てられて

いる。 

中間処理としては、三鷹市環境センター、二枚橋衛生組合において焼却処理を行っ

ているが、両焼却施設とも焼却に伴う廃熱を回収し、温水として場内で利用するとと

もに、場外に供給を行っている。三鷹市環境センターでは、隣接する中学校や老人福

祉施設に供給しており、二枚橋衛生組合では、隣接するプール及び老人福祉センター

に供給を行っている。しかし、これらの施設は、前述したとおり、稼動後それぞれ 21

年以上、38 年以上が経過しており老朽化が進んでいる。 

また、不燃・粗大ごみや資源物の中間処理としては、ふじみ衛生組合の不燃・粗大

ごみ処理資源化施設において破砕、選別、圧縮処理を行っている。この施設も平成 6

年に稼動を開始しており、近年の分別品目の増加といった資源化の取り組みに合った

機能を有していない状況にある。 

なお、産業廃棄物については、全ての施設で受入れを行っていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）フロー中の処理後再生利用量には、三鷹市環境センターからの焼却残さのうち、灰資材化されて

いる 1,000ｔを含む。 

※フロー中の割合は、計画処理量に対する割合を示す。 

四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。  
 

図 1 一般廃棄物の処理状況フロー（平成 17 年度） 

 

t t リサイクル率：40.8％

t

t t t

t

t t

最終処分量

0 t
0 6,397

0.0% 5.4%

69,857

自家処理量 直接最終処分量 58.6%

処理後最終処分量

119,219 t
119,219 95,699 6,397

100% 80.3% 減量化量 5.4%

排　出　量 計画処理量 中間処理量 21.7%

19.7% 処理残さ量 16.3%
25,842

直接資源化量 処理後再生利用量
23,520 19,445

集団回収量 総資源化量

9,588 t 52,553 t
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(2) 一般廃棄物処理等の目標 

両市においては、トップレベルの総資源化率の向上を目指しつつ、可燃ごみや資源

化できないものについては、熱回収施設を整備し、積極的に熱回収を行うこととする。

また、熱回収施設の処理残さは、東京たまエコセメント化施設で資源化を行うことと

する。このような総合的なリサイクル体制の構築により、最終処分量をゼロとした循

環型社会の実現を目指すこととする。 

具体的には、表 1 のとおり目標量を定めて、ごみの減量・資源化施策（後述する「３ 

施策の内容」を参照）に取り組むこととし、その結果、平成 25 年度の一般廃棄物の

排出、処理状況は図 2 のとおり見込むこととする。また、参考として、添付資料 2 に

「ごみ排出量の推移と見通し」および「再生利用量・最終処分量の推移と見通し」を

記載する。 

なお、産業廃棄物については、引き続き、全ての施設で受入れないこととする。 

 

 

表 1 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）表中の総資源化量には、焼却施設から東京たまエコセメント化施設に搬入する焼却残さを含む。 

※1 排出量は現状に対する割合、その他は排出量に対する割合 

※2 （1 事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）-（事業系ごみの資源ごみ量）｝/（事業所数） 

※3 （1 人当たりの排出量）＝｛（家庭系ごみの総排出量）-（家庭系ごみの資源ごみ量）｝/（人口） 

《指標の定義》 

排出量  ：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く）[単位：トン] 

再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和[単位：トン] 

熱回収量 ：熱回収施設において発電された年間の発電電力量[単位：MWｈ] 

減量化量 ：中間処理量と処理後の残さ量の差[単位：トン] 

最終処分量：埋立処分された量[単位：トン] 

 

事業系　総排出量 15,452 トン 18,374 トン 18,222 トン (-0.8%)

　　　　１事業所当たりの排出量※２ 1.09 トン/事業所 1.47 トン/事業所 1.46 トン/事業所(-0.7%)

家庭系　総排出量 106,030 トン 100,845 トン 100,012 トン (-0.8%)

　　　　１人当たりの排出量※３ 241.31 kg/人 166.99 kg/人 164.35 kg/人 (-1.6%)

合計　事業系家庭系排出量合計 121,482 トン 119,219 トン 118,234 トン (-0.8%)

直接資源化量 12,275 トン (10.1%) 23,520 トン (19.7%) 22,169 トン (18.8%)

総資源化量 42,440 トン (34.9%) 52,553 トン (44.1%) 57,520 トン (48.6%)

0 ＭＷh 0 ＭＷh 30,000 ＭＷh

減量化量 中間処理による減量化量 80,940 トン (66.6%) 69,857 トン (58.6%) 73,119 トン (61.8%)

最終処分量 埋立最終処分量 7,648 トン (6.3%) 6,397 トン (5.4%) 0 トン （-）

362,228 人 387,272 人 394,527 人

14,168 社 12,516 社 12,516 社

（余熱供給10GJ/h)（余熱供給3GJ/h) （余熱供給3GJ/h)

平成25年度
現状（割合

※１
）
平成17年度

再生利用量

排出量

指　　　標

熱回収量 熱回収量（年間の発電電力量）

平成9年度

　　人口（1月1日現在）

　　事業所数（推計値）

目標（割合
※１

）

 

 

40,000ＭＷｈ以上 

（余熱供給 5GJ/h） 
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（平成 25 年度） 

 

（注）フロー中の処理後再生利用量には、焼却施設から東京たまエコセメント化施設に搬入する焼却残さを含む。 

※フロー中の割合は、計画処理量に対する割合を示す。 

四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。 

 

図 2 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー 

 

 

t t リサイクル率：44.0％

t

t t t

t

t t

最終処分量

0 t
0 0

0.0% 0.0%

73,119

自家処理量 直接最終処分量 61.8%

処理後最終処分量

118,234 t
118,234 96,065 0

100% 81.2% 減量化量 0.0%

排　出　量 計画処理量 中間処理量 19.4%

18.8% 処理残さ量 19.4%
22,946

直接資源化量 処理後再生利用量
22,169 22,946

集団回収量 総資源化量

12,405 t 57,520 t
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３ 施策の内容 

(1) 発生抑制・再使用の推進 

   ア 有料化 

三鷹市における家庭系ごみの有料化については、市民会議形式で導入の可否につ

いて検討を行ってきており、平成 17 年 2 月からの分別方法の変更によるごみの減

量効果も踏まえ、平成 20 年度を目途に一定の方向性を出す予定である。 

調布市では、平成 16 年 4 月より家庭系ごみのうち、燃やせるごみ、燃やせない

ごみについて指定袋による手数料の徴収を行っている。指定袋購入金額は、表 2 の

とおりであるが、紙おむつ用袋は無料配布を行っている。また、この有料化を確実

に遂行するために、ステーション収集から戸別収集に変更を行っている。なお、三

鷹市では、従来から戸別収集を実施している。 

事業系ごみについては、両市ともに指定収集袋を用いた従量制による課金を行っ

ており、指定袋購入金額は、表 2 のとおりである。三鷹市では、資源物が有料であ

るが、調布市は、プラスチック類を除き、一般家庭と同程度の量の場合には、無料

で収集を行っている。また焼却施設に直接搬入されたごみについては、両市ともに

1kg 当たり 20 円の手数料を徴収している。 

今後、共同処理を進めるにあたり、有料化施策の統一、見直し等について検討し

ていくこととする。 

 

表 2 指定袋購入金額 

項目 指定袋のサイズ 容量 金額（10 枚 1 組） 

三

鷹

市 

事業系 

ごみ 

可燃ごみ 
小袋 22.5 リットル相当 1,300 円 

大袋 45 リットル相当 2,600 円 

不燃ごみ 
小袋 22.5 リットル相当 1,300 円 

大袋 45 リットル相当 2,600 円 

不燃系資源物用(び

ん・缶・プラスチッ

ク・ペットボトル) 

小袋 22.5 リットル相当 500 円 

大袋 45 リットル相当 1,000 円 

可燃系資源物用(新

聞・段 ボール ・雑

誌・雑紙） 

紙袋 － 500 円 

調

布

市 

家庭系 

ごみ 

可燃ごみ 

不燃ごみ 

Ｓ 5 リットル相当 84 円 

Ｍ 15 リットル相当 273 円 

Ｌ 30 リットル相当 556 円 

ＬＬ 45 リットル相当 840 円 

事業系 

ごみ 

可燃ごみ 

不燃ごみ 

プラスチック 

Ｍ ４ｋｇ相当  1,260 円 

Ｌ ８ｋｇ相当   2,520 円 
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   イ 環境教育、普及啓発、助成 

両市では、これまで発生抑制・再使用を推進するため、環境教育、普及啓発、助

成制度を実施してきたが、今後も継続・強化していくこととする。特に、市民、事

業者、市の役割や果たすべき行動を明確にし、その内容を情報提供することにより、

1 人 1 人の意識改革とその行動の実践を目指すこととする。 

 

・拡大生産者責任を追求するために、東京都市長会や全国都市清掃会議等を通じ

て、リサイクル処理費用に関する両市と事業者の負担割合の改善やリサイクル

し易い商品開発、生産者の商品引取り等について要求していく。 

・各種広報紙の発行やインターネットを利用したごみ処理に関する情報提供を積

極的に行うとともに、発信する情報内容の更新・改善を行う。特に、両市は転

入者が多いことから、転入者を対象としたごみの出し方に関するパンフレット

の配布を不動産業者等の協力を得ながら進める。 

・情報を共有し、相互理解を深めるため、社会科副読本の作成や出前講座の実施

など環境学習の充実を継続する。併せて、体験学習や施設見学会の実施など、

市民参加型の各種イベントの継続・強化に努める。 

・ごみの減量として、生ごみの水切り排出について普及啓発する。また、その支

援として各種イベントの中で、水切り器の配布や販売を行う。 

・国、東京都や近隣市町村、全国都市清掃会議等の関係団体、事業者、市民等と

積極的な情報交換を行い、ごみを取り巻く現状や法整備動向、先進事例・技術

等についての情報収集を行う。 

・集団回収に対しての助成金制度や家庭用生ごみ処理装置等の購入に対しての補

助制度は、継続して実施する。また、これらの補助制度の利用者増大を目指し、

補助内容の見直しを行うとともに、補助制度や取り組み状況について積極的に

情報提供を行う。なお、集団回収や家庭用生ごみ処理装置等の購入に対しての

補助の状況を表 4 に整理する。 

・今後のごみ処理施設の整備と併せて、三鷹市リサイクル市民工房や調布市利再

来留館の機能を有した普及啓発活動の拠点となるような施設について、市民の

意見を踏まえて検討・整備する。 
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表 3 主な環境教育、普及啓発の取組み 

 三鷹市 調布市 

啓発資料配布 
リサイクルカレンダーの配布 

市報掲載 

ごみリサイクルカレンダーの配布 

広報紙「ザ・リサイクル」の配布 

社会科副読本の作成 小学 4 年生を対象に毎年作成 小学 4 年生を対象に毎年作成 

講座 等 

三鷹市リサイクル市民工房で講習会

を開催 

 H15 325 人参加 

H16 368 人参加 

 H17 238 人参加 

ごみ懇談会・出前講座※を実施 

 

H15 305 件 19,650 人参加 

H16  28 件  1,735 人参加 

H17  13 件  912 人参加 

施設見学会 

ごみ関連施設の見学会を実施 

H15  20 件  400 人参加 

H16  25 件  500 人参加 

H17  30 件  600 人参加  

ごみ関連施設の見学会を実施  

H15  43 件  2,342 人参加 

H16  41 件  2,275 人参加 

H17  29 件  1,741 人参加 

イベント等 

各種まつり等での資材の提供・貸出 

リサイクル図書の無償提供 

フリーマーケット（年 2 回開催） 

各種まつり等への参加 

不用品交換会の実施 

フリーマーケット（年 16 回開催） 

再生利用品（粗大ごみ

のからの再生品）の販

売 

三鷹市リサイクル市民工房にて販売 

 H15    473 件 

 H16   581 件 

 H17   500 件 

調布市利再来留館にて販売 

 H15    569 件 

 H16   630 件 

 H17   726 件 

※出前講座とは、生涯学習活動の支援の一環として、市民の皆さんが主催する学習会などの集会に市の

職員が出向き、それぞれの事業のご案内や専門知識等をいかした助言などを行うもの。 

 

表 4 主な補助制度の取組み 

 三鷹市 調布市 

集団回収 

【対象物】 

 古紙類、牛乳パック、繊維類、金属類、

ガラス類 

【補助額】 

 1kg につき 7 円 

【対象物】 

 古紙類、牛乳パック、繊維類、鉄類、ア

ルミ、生びん類 

【補助額】 

 1kg につき 8 円 

家庭用生

ごみ処理

装置等の

購入 

【補助額】 

1 基の価格が 3,000 円

以上 

1 基につき価格の 2 分の１

以内で 20,000 円を上限 

 

 

 

 

 

【利用件数】 

 H15：41 件 H16：113 件 H17：131 件 

【補助額】 

家 庭 用 生 ご み 処 理 装

置・堆肥化容器 

購入価格の 2 分の 1（限度

額 2 万円） 

家庭用生ごみ処理剤 
1 袋の購入価格の 2 分の 1

（限度額年間 5,000 円） 

※他に法人用生ごみ処理装置、集合住宅用生ごみ処

理装置についても補助あり。  

 

【利用件数】 

 H15：491 件 H16：1,002 件 H17：281 件 

 

ウ マイバッグ運動・レジ袋対策 

排出されるごみの減量と市民への普及啓発として、マイバッグ運動を継続して実

施していくこととする。なお、両市では、マイバッグキャンペーンや消費者まつり
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等のイベントでマイバッグの配布を行っている。さらに、リサイクル協力店等にお

いて、マイバッグを持参した市民に対し、ポイント制度により還元をしている。 

また、レジ袋対策については、当面は、小売業者の独自の取り組みを見守るが、

市としてその取り組みについて積極的に情報提供を行うこととする。 

 

エ 事業者に対する減量、資源化の指導等 

両市では、これまで事業者に対し、主に以下の取り組みを実施してきたが、

今後も継続・強化していくこととする。 

 

・市自らが事業者として、環境マネジメントシステム ISO14001 の活用等により、

ごみの減量、資源化を進めてきたが、今後も継続していくこととする。 

・学校を対象に生ごみ処理機の設置を表 5 のように行ってきたが、今後、設置数

を拡大する。 

・大規模事業所に対しては、ごみ減量及び再利用等に関する計画書の提出につい

て義務付け、確実に遂行させる。また、ごみの減量や事業者の自主的な資源回

収システムが構築できるよう、情報収集と情報提供に努める。 

・ごみの減量・資源化等に協力的な事業所（エコ・オフィス）やリサイクル協力

店については、その認定を行う。また認定された協力店の利用者が増加するよ

う、市民に対し、情報提供を行う。なお、エコ・オフィスやリサイクル協力店

の認定状況を表 6 に整理する。 

 

 

表 5 学校での生ごみ処理機の取組み状況 

三鷹市 調布市 

エコ野菜地域循環モデル事業として実施。 

中原保育園、大沢台小学校を対象に実施。生成し

た堆肥を利用し、栽培した野菜を学校で消費。 

公立小学校を対象に実施。 

平成 17 年度時点で 20 校中 11 校に設置済であり、

平成 18 年度には 2 校設置予定。 

 

 

表 6 エコ・オフィスやリサイクル協力店の認定状況（調布市） 

 H15 H16 H17 

エコ・オフィス 39 事業所 40 事業所 66 事業所 

リサイクル協力店 15 店 15 店 19 店 

※エコ・オフィスは、協力の度合いによりランク付けを行っている。 

※三鷹市では、平成 19 年度より導入する予定である。 
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 (2) 処理体制 

ア 家庭系ごみの処理体制の現状と今後 

家庭ごみの分別区分及び処理方法については、表 7 のとおりである。 

これまで、両市は、循環型社会の構築を目指し、積極的に焼却量の削減やリサイ

クルの推進等に取り組んできた結果、平成 17 年度時点で、40.8％のリサイクル率

を達成しているが、一方で循環型社会の構築の基幹施設となる焼却施設が、前述し

たとおり三鷹市環境センターで稼動後 21 年以上、二枚橋衛生組合で稼動後 38 年以

上が経過しており、老朽化が進んでいる。また、ふじみ衛生組合の不燃・粗大ごみ

処理資源化施設においても、近年の分別品目の増加といった資源化の取り組みに合

った機能を有していない状況にあり、検討が必要となっている。 

家庭ごみ分別品目や収集方法については、熱回収施設の新設に先立ち、両市で統

一を図っている。具体的には、三鷹市においては、平成 17 年 2 月に雑紙・ペット

ボトル、プラスチック類の分別収集を開始し、調布市では平成 16 年 2 月に戸別収

集を開始したところである。 

今後は、両市で統一を図った現在の分別方法を基本とした処理体制を構築するこ

ととする。参考として、添付資料 3 に「現在のごみの分別区分」を添付する。 

また、生ごみの資源化としてバイオガス化施設の導入についても、調査・研究を

進め、熱回収施設稼動後に一定の方向性を出す予定である。 

 



 

－11－ 

イ 事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

事業系ごみは、許可業者への委託または直接搬入が原則であるが、排出量が 1 日

当たり 10ｋｇ以下の場合は、市が収集を行っている。なお、収集対象物は、可燃ご

み、不燃ごみ、資源物である。今後は、この処理体制を継続するとともに、資源回

収や熱回収を積極的に進める。 

また、事業者に対しては、事業者から提出されたごみ減量及び再利用等に関する

計画書をもとに減量化指導や事業者の自主的な資源回収システムが構築できるよ

う、情報収集と情報提供に努めることとする。 

 

ウ 一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

両市では、全ての施設で産業廃棄物の受入れを行っておらず、新たに整備する熱

回収施設稼動後も受入れを行わないこととする。 

 

エ 焼却処理後の残さ等の処理の現状と今後 

前述したとおり、東京たまエコセメント化施設が平成 18 年 7 月に稼動を始めてお

り、両市において焼却処理を行った後の残さは、このエコセメント化施設で資源化

を進めているところである。 

新たに整備する熱回収施設が稼動後も、処理残さについては、エコセメント化施

設で資源化を進めることとする。 

 

オ 今後の処理体制の要点 

今後の処理体制に係る要点は、次のとおりである。 

 

 

◇新規に熱回収施設を整備し、可燃ごみの焼却処理とあわせ、高効率な熱回収

を進める。 

 

◇熱回収施設から発生する処理残さは、東京たまエコセメント化施設で資源化

を行う。 

 

◇不燃・粗大ごみ処理資源化施設については、近年の分別品目の増加に即した

機能を有するように施設整備について検討を進める。 
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表 7 家庭ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 
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 (3) 処理施設の整備 

上記(2)の統一化後の分別区分および処理体制で処理を行うため、表 8 のとおり必

要な処理施設の整備を行う。 

 

表 8 整備する処理施設 

事業

番号 
整備施設種類 事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 

1 

高効率ごみ発電施設 新 ご み 処 理 施 設 （ 高 効

率 ご み 発 電 施 設 ） 整 備

事業 

288 

ｔ/日 調布市深大寺東町 H22～H24 

※ 参考として、添付資料 4 に現有施設の概要を添付する。 

 

(整備理由) 

事業番号 1 既存施設の老朽化、熱回収推進、高効率ごみ発電の推進、広域処理体

制の推進 

 

 

 

(4) 施設整備に関する計画支援事業 

(3)の処理施設の整備に先立ち、表 9 のとおり計画支援事業を行う。 

 

表 9 実施する計画支援事業 

事業

番号 
事  業  名 事 業 内 容 事業時期 

31 

新ごみ処理施設 PFI 導入可能性調査 PFI 導入可能性調査 H18 

新ごみ処理施設整備に係る測量・地質調査 測量調査、地質調査 H18 

新ごみ処理施設整備実施計画 施設整備事業基本計画 H18～H19 

新ごみ処理施設環境影響評価 環境影響評価 H18～H20 

新ごみ処理施設 PFI 事業者選定アドバイザリー 

または新ごみ処理施設発注仕様書作成業務  

PFI 事業者選定アドバイザリー 

または発注仕様書作成業務 
H19～H21 

新ごみ処理施設土壌汚染調査 土壌汚染調査 H20 

新ごみ処理施設電波障害調査 電波障害調査 H20 
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 (5) その他の施策 

地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施してきたが、今後も継続・強化

していくこととする。 

 

   ア 再生利用品の需要拡大事業 

庁内および公共施設内において、環境マネジメントシステム ISO14001 の活用等に

より、自ら積極的な再生品利用（グリーン購入）を進めるとともに、市民及び事業

者に対して、資源物の分別排出と再生品の使用を情報提供する。 

熱回収施設から発生する焼却残さ等は、東京たま広域資源循環組合で進めている

エコセメント化施設に搬入し、生成されたエコセメント製品は、積極的に利用する

とともに、事業者に対しても使用するよう働きかける。 

 

   イ 廃家電のリサイクルに関する普及啓発 

廃家電のリサイクルについては、適切な回収、再商品化がなされるよう、市民、

事業者に指導を行うとともに、許可業者の協力を得て、許可業者の事業所内に受付

センターを設置し、市民からの電話での申し込みに応じ、市民宅から収集し、指定

取引場所へ運搬を行っている。 

今後もこの処理体制を維持・継続するとともに、適切な回収、再商品化がなされ

るよう普及啓発を行うこととする。 

 

   ウ 不法投棄対策 

不法投棄を防止するため、市民・事業者の協力や郵便局等の関係機関・団体

等との連携を図りながら、パトロールや監視・通報体制を構築してきた。 

今後も、継続して実施していくとともに、さらに監視・通報体制を拡大・充

実し、不法投棄対策の強化を図ることとする。 

 

エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

両市では、震災や水害等の災害時に備え、災害ごみの収集、運搬、仮置き場、

処理方法や周辺自治体や民間業者等の協力体制等を含めた処理マニュアルの作

成を進めている。 

今後は、周辺自治体や民間業者等と協議を進め、早期作成に向けて取り組む

こととする。 
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４ 計画のフォローアップと事後評価 

(1) 計画のフォローアップ 

両市は毎年、計画の進捗状況を把握し、結果を公表するとともに、必要に応じて、

東京都及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

(2) 事後評価および計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果を取りまとめ、計画の事後評価、

目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させる。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直す。 
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様式１

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表１（平成18年度）

１　地域の概要

(1)地域名 三鷹市・調布市 (2)地域内人口 km2

(4)構成市町村等名 (5)地域の要件＊ 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他

組合を構成する市町村： 三鷹市、調布市 設立（予定）年月日: 昭和35年 1月19日設立、許可

規約変更 平成18年 8月18日

設立されていない場合、今後の見通し：

＊　交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

過去の状況・現状（排出量に対する割合）

指標・単位 年

事業系  総排出量（トン） 16,493 17,503 17,093 16,493 17,578 18,374 18,222 (H17比 -0.8%)

　　　 １事業所当たりの排出量（ﾄﾝ/事業所） 1.22 1.32 1.31 1.29 1.40 1.47 1.46

家庭系  総排出量（トン） 106,089 103,889 104,071 104,255 99,472 100,845 100,012 (H17比 -0.8%)

　　　 １人当たりの排出量（ﾄﾝ/人） 233.16 223.53 221.59 218.59 182.63 166.99 164.35

合　計　事業系家庭系排出量合計（トン） 122,582 121,392 121,164 120,748 117,050 119,219 118,234 (H17比 -0.8%)

直接資源化量（トン） 14,788 (12.1%) 15,709 (12.9%) 15,620 (12.9%) 16,217 (13.4%) 20,253 (17.3%) 23,520 (19.7%) 22,169 (18.8%)

総資源化量（トン） 38,015 (31.0%) 39,422 (32.5%) 42,001 (34.7%) 44,260 (36.7%) 47,991 (41.0%) 52,553 (44.1%) 57,520 (48.6%)

0 0 0 0 0 0 40,000

(3) (3) (3) (3) (3) (3) (5)

減量化量（中間処理前後の差　トン） 81,367 (66.4%) 79,077 (65.1%) 78,407 (64.7%) 76,952 (63.7%) 70,951 (60.6%) 69,857 (58.6%) 73,119 (61.8%)

埋立最終処分量（トン） 13,165 (10.7%) 12,773 (10.5%) 10,227 (8.4%) 9,020 (7.5%) 7,760 (6.6%) 6,397 (5.4%) 0 (0.0%)

　　※ 別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付している。（様式1（添付資料1）参照）

３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定
現 有 施 設 の 内 容 更新、廃止、新設の内容

型式及び処理方式 補助の有無 処理能力(単位)

焼却施設 三鷹市 全連続燃焼式 有 195トン/日

焼却施設 二枚橋衛生組合 全連続燃焼式 有 510トン/日

高効率ごみ発電施設 ふじみ衛生組合

ふじみ衛生組合 粗大ごみ処理施設 有 32.5ｔ/5ｈ

ふじみ衛生組合 不燃物処理資源化施設 有 81t/5h

調布市
缶／選別・プレス処理
ストックヤード

3.5t/5h

三鷹市

調布市

施設老朽化によ
る廃止

387,521人（H18.4.1日現在）

平成16年度

調布市利再来留館

熱 回 収 量
熱回収量（年間の発電電力量　ＭWh）
（余熱利用施設供給（GJ/ｈ））

288トン/日H25.4全連続燃焼式

型式及び処理方式 施設竣工予定年月

二枚橋衛生組合

三鷹市環境センター

三鷹市リサイクル市民工房

(3)地域面積

処理能力(単位)

38.03

目標

ふじみ衛生組合立リサイクルセンター
不燃・粗大ごみ処理資源化施設

 平成25年度

備　　考

新ごみ処理施設

平成15年度 平成17年度平成14年度平成12年度 平成13年度

施 設 種 別 事業主体
開始年月 更新、廃止理由

三鷹市・調布市・ふじみ衛生組合

(6)構成市町村に一部事務組合等が
含まれる場合、当該組合の状況

施設老朽化によ
る廃止

S42.5　竣工
S47.3　増設

S59.12竣工

H19.3

H25.3

排 出 量

再 生 利 用 量

中間処理による減量化量

更新､廃止予定年月

最 終 処 分 量

S55.12竣工

その他

H6.12竣工
不燃・粗大・資源化
施設

S50.10竣工
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添付資料 2 

目標の設定に関するグラフ等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付図 ごみ排出量の推移と見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付図 再生利用量の推移と見通し 
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添付図 再生利用量・最終処分量の推移と見通し  
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様式１（添付資料１） 

 

指標と人口等との要因に関するトレンドグラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）人口は、1 月 1 日現在。 

  事業所数の推移のうち、H12、H14、H15、H17 は推計値。（資料：事業所企業統計書） 

 

添付図 人口・事業所数の推移と見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付図 ごみ排出量（原単位）の推移と見通し 
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添付資料 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 18 年 4 月 1 日現在） 

対象地域図 

東京都 

 

三鷹市 

調布市 
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地域内の施設の現況と将来（位置図） 様式１（添付資料２） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現況の施設 将来の施設

二 枚 橋 衛 生 組 合  

H19.3 廃 止 予 定  

三 鷹 市 環 境 センター 

H25.3 廃 止 予 定  

三 鷹 市 リサイクル

市 民 工 房  

調 布 市 利 再 来 留 館  

ふじみ衛 生 組 合 立 リサイクルセンター 

不 燃 ・粗 大 ごみ処 理 資 源 化 施 設  

ふじみ衛 生 組 合  

熱 回 収 施 設 （新 ごみ処 理 施 設 ） 

H25 竣 工 予 定  

ふじみ衛 生 組 合 立 リサイクルセンター 

不 燃 ・粗 大 ごみ処 理 資 源 化 施 設  

三 鷹 市 リサイクル

市 民 工 房  

調 布 市 利 再 来 留 館  
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添付資料 4 

現有処理施設の概要 

○ 本計画の関連施設 

【焼却施設】 

施設名称 施設形式 稼動年月 
施設規模 

（ｔ/日） 

1 炉の能力 

（ｔ/日） 

炉数 

（炉） 
熱利用状況等 

三鷹市環境 

センター 

全連続燃焼

式 
S60.1 稼動 195 65 3 

隣接する学校、老健施設に

熱供給 

二枚橋衛生組合 
全連続燃焼

式 
S42.5 稼動 510 

135 3 プール・老人福祉センター

（入浴施設） 105 1 

※二枚橋衛生組合は、調布市、府中市、小金井市で構成される。 

 

【不燃・粗大・資源化施設】 

施設名称 施設の種類 稼動年月 施設規模 処理方式 

ふじみ衛生組合立リサイクルセンター 

不燃・粗大ごみ処理資源化施設 

不燃物処理資源化施設 H6.12 竣工 81ｔ/5ｈ 破砕 

選別 

圧縮 
粗大ごみ処理施設 S55.12 竣工 32.5ｔ/5ｈ 

調布市クリーンセンター 
缶類選別施設 

S50.10 竣工 
3.5ｔ/5h 選別・圧縮 

ストックヤード   

 

【その他】 

施設名称 施設の内容 

三鷹市リサイクル市民工房 リサイクル品の展示、リサイクル図書の提供、講習会の開催、フリーマーケット実施 

調布市利再来留館 リサイクル品の展示 

 

○ その他関連施設 

【最終処分場】 

施設名称 埋立開始年 埋立期間 埋立面積（ｍ 2） 全体容量（ｍ 3） 

東京たま広域資源循環組合 

谷戸沢処分場 
S59.4 完了 220,000 380 万 

東京たま広域資源循環組合 

二ツ塚処分場 
H10.1 約 16 年間 184,000 370 万 

※東京たま広域資源循環組合は、三鷹市、調布市を含む多摩地域の 25 市 1 町の自治体で構成される。  

 

【エコセメント化施設】 

施設名称 稼動年月 施設規模（ｔ/日） エコセメント生産能力（ｔ/日） 

東京たま広域資源循環組合 

東京たまエコセメント化施設 
H18.7 330 520 
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様 式 ２

事　業　名　称 単位 開始 終了
平成

18年度
平成

19年度
平成

20年度
平成

21年度
平成

22年度
平成

23年度
平成

24年度
平成

18年度
平成

19年度
平成

20年度
平成

21年度
平成

22年度
平成

23年度
平成

24年度

15,000,000 0 0 0 0 2,250,000 7,500,000 5,250,000 11,700,000 0 0 0 0 1,755,000 5,850,000 4,095,000

1
ふじみ衛
生組合

288 ｔ/ｄ H22 H24 6,750,000 1,012,500 3,375,000 2,362,500 5,265,000 789,750 2,632,500 1,842,750

8,250,000 1,237,500 4,125,000 2,887,500 6,435,000 965,250 3,217,500 2,252,250

261,030 36,055 104,775 100,200 20,000 0 0 0 261,030 36,055 104,775 100,200 20,000 0 0 0

31
ふじみ衛
生組合

H18 H18 2,600 2,600 2,600 2,600

31
ふじみ衛
生組合

H18 H18 5,880 5,880 5,880 5,880

31
ふじみ衛
生組合

H18 H19 21,550 10,775 10,775 21,550 10,775 10,775

31
ふじみ衛
生組合

H18 H21 168,000 16,800 84,000 67,200 168,000 16,800 84,000 67,200

31
ふじみ衛
生組合

H19 H21 50,000 10,000 20,000 20,000 50,000 10,000 20,000 20,000

31
ふじみ衛
生組合

Ｈ20 Ｈ20 10,000 10,000 10,000 10,000

31
ふじみ衛
生組合

Ｈ20 Ｈ20 3,000 3,000 3,000 3,000

15,261,030 36,055 104,775 100,200 20,000 2,250,000 7,500,000 5,250,000 11,961,030 36,055 104,775 100,200 20,000 1,755,000 5,850,000 4,095,000

総事業費（千円）
事業期間
交付期間

備 考
事　業　種　別

高効率ごみ発電施設整
備

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２（平成１８年度）

事業主体
名称

○高効率ごみ発電施設
　に関する事業

新ごみ処理施設PFI導入可
能性調査

○施設整備に関する計画
支援に関する事業

熱回収施設整備

交付対象事業費（千円）規模
事業
番号

新ごみ処理施設整備に係る
測量・地質調査

新ごみ処理施設土壌汚染
調査

新ごみ処理施設電波障害
調査

合     　　計

新ごみ処理施設整備実施
計画

新ごみ処理施設PFI事業者
選定アドバイザリーまたは
新ごみ処理施設発注仕様
書作成業務

新ごみ処理施設環境影響
評価
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様式３

開
始

終
了

平成
18年度

平成
19年度

平成
20年度

平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

家庭系ごみ処理手数料等の調
査、検討の実施

三鷹市
H
18

H
20

事業系ごみの有料化施策の見直
し・検討の実施

両市
H
18

H
24

12
拡大生産者責任の追
求

東京都市長会や全国都市清掃会
議等を通じた責任要求

両市
継
続

-

13 各種普及啓発
情報収集・発信、環境教育、イ
ベント開催等の継続・強化

両市
継
続

-

14 各種助成
集団回収・生ごみ処理機購入助
成の継続実施とアピール

両市
継
続

-

15
マイバック運動・レ
ジ袋対策

マイバック運動の継続実施と小
売業者の取り組みアピール

両市
H
18

-

自らの減量・資源化実施
学校への生ごみ処理機設置

両市
継
続

-

減量化計画策定等の指導
リサイクル協力店の認定と紹介

両市
継
続

-

21
現分別区分を基本と
した処理体制構築

現分別区分を基本とした処理体
制の構築

両市
H
18

-

22
事業者への減量・資
源化指導

事業所による資源回収システム
整備支援

両市
継
続

-

23
不燃・粗大ごみ処理
資源化施設の検討

今後の施設整備の検討の実施
ふじみ衛
生組合

H
18

-

24
エコセメント化施設
の有効利用

焼却灰等を東京たまエコセメン
ト化施設に搬入（資源化）

ふじみ衛
生組合

H
18

-

処理施設の
整備に関す
るもの

1
高効率ごみ発電施設
整備

熱回収を行う新ごみ処理施設を
整備
余熱の有効利用促進

ふじみ衛
生組合

H
22

H
24

○

PFI方式の導入可能性について
の調査の実施

ふじみ衛
生組合

H
18

H
18

○

施設整備に係る測量・地質調査
の実施

ふじみ衛
生組合

H
18

H
18

○

施設整備に係る実施計画の策定
ふじみ衛
生組合

H
18

H
19

○

施設整備に係る環境影響評価の
実施

ふじみ衛
生組合

H
18

H
20

○

施設発注の実施
ふじみ衛
生組合

H
19

H
21

○

施設整備に係る土壌汚染調査の
実施

ふじみ衛
生組合

H
20

H
20

○

施設整備に係る電波障害調査の
実施

ふじみ衛
生組合

H
20

H
20

○

自らの減量・資源化実施
エコセメントの積極的利用

両市
継
続

-

市民、事業者への再生品使用の
アピール

両市
継
続

-

43
廃家電のリサイクル
に関する普及啓発

家電リサイクル法に基づく処理
の普及啓発

両市
継
続

-

44 不法投棄対策 監視体制の改善・強化 両市
継
続

-

45 災害時の廃棄物処理
早期に処理マニュアルの作成
周辺市町村や民間業者と協議

両市
継
続

-

備考
実施
主体

16
事業者への減量・資
源化指導等

地域の循環型社会形成推進のための施策の一覧

事業
期間 交付金

必要の
要否

事　業　計　画

施策の名称等

処理体制の
構築、変更
に関するも
の

施策の概要施策種別
事業
番号

有料化

発生抑制、
再使用の推
進に関する
もの

11

41

施設整備の計画支援

再生利用品の需要
拡大事業

その他

施設整備に
係る計画支
援に関する
もの

31

調査、検討

効果研究・実証

継続実施

情報提供・早期発見、意識啓発合併処理浄化槽の普及及び維持管理に関する支援

建設工事

普及啓発

継続実施・強化

継続実施・強化

継続実施・強化

継続実施・強化

継続実施・強化

継続実施・強化

継続実施・強化

実施

継続実施・強化

徹底・強化

継続実施・強化

調査、検討

効果研究・実証情報提供・早期発見、意識啓発合併処理浄化槽の普及及び維持管理に関する支援

建設工事

普及啓発

継続実施・強化

継続実施・強化

継続実施・強化

継続実施・強化

継続実施・強化

継続実施・強化

調査、検討

調査、検討

実施

実施

実施

実施

実施

実施

実施

継続実施・強化
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添付資料 3 

分別区分説明資料 

 

○ 三鷹市のごみ分別区分 （家庭系ごみ） 
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○ 調布市のごみ分別区分（家庭系ごみ） 
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【参考資料様式 2】 

 

施設概要（高効率ごみ発電施設系） 

都道府県名 東京都 

 

（1）事業主体名 ふじみ衛生組合 

（2）施設名称 新ごみ処理施設（高効率ごみ発電施設） 

（3）工期 平成 22 年度～平成 24 年度 

（4）施設規模 処理能力 288t/日 （144ｔ/日×2 炉） 

（5）形式及び処理方式 全連続式焼却方式 

（6）余熱利用の計画 
１．発電の有無  有（発電効率 17％以上）・無 

２．熱回収の有無 有（熱回収率  4％以上）・無 

（7）地域計画内の役割 
既存施設の老朽化、熱回収推進、高効率ごみ発電

の推進、広域処理体制の推進  

（8）廃焼却施設解体工事の有無  有     無 

 

（12）事業計画額 15,000,000 千円（消費税込み） 
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【参考資料様式 6】 

計画支援概要 

都道府県名 東京都 

 

（1）事業主体名 ふじみ衛生組合 

（2）事業目的 新ごみ処理施設整備のため 

（3）事業名称 PFI 導入可能性調査 測量・地質調査 

（4）事業期間 平成 18 年度 平成 18 年度 

（5）事業概要 PFI 導入可能性調査 測量調査 地質調査 
 

（6）事業計画額 2,600 千円 5,880  千円 

 

 

（1）事業主体名 ふじみ衛生組合 

（2）事業目的 新ごみ処理施設整備のため 

（3）事業名称 施設整備実施計画 環境影響評価 
PFI 事業者選定アドバイザリー 

または発注仕様書作成支援 

（4）事業期間 平成 18 年度～19 年度 平成 18 年度～21 年度 平成 19 年度～21 年度 

（5）事業概要 施設整備事業基本計画 環境影響評価 
PFI 事業者選定アドバイザリー 

または発注仕様書作成支援 
 

（6）事業計画額 21,550 千円 168,000 千円 50,000 千円 

 

 

（1）事業主体名 ふじみ衛生組合 

（2）事業目的 新ごみ処理施設整備のため 

（3）事業名称 土壌汚染調査 電波障害調査 

（4）事業期間 平成 20 年度 平成 20 年度 

（5）事業概要 土壌汚染調査 電波障害調査 
 

（6）事業計画額 10,000 千円 3,000 千円 

 

 


